
連携中枢都市圏制度の概要

参考資料



国の考える「新たな広域連携」のあり方

地方圏 三大都市圏
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構想の目的

人口減少・少子高齢社会にあっても、地域を活性化し経済を持続可能なものとし、国民が安心して快適な暮らしを営んでいけるようにする

ためには、地域において、相当の規模と中核性を備える圏域の中心都市が近隣の市町村と連携し、「経済成長のけん引」、「高次都市機能

の集積・強化」及び「生活関連機能サービスの向上」を行うことにより、一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠点を形

成する。

構想の対象

対象地域

目的に照らし、主として三大都市圏の区域外にある地域が対象

連携中枢都市圏構想

三大都市圏の区域内であっても指定都市や特別区から時間距離が相当離れていて
自立した圏域を形成している地域も対象。

連携中枢都市

昼夜間人口比率が概ね1以上であること

本市は0.97（2市合併の場合0.95）

三大都市圏内の指定都市及び特別区（23区）へ
の通勤通学者割合が0.1未満であること

本市は0.11で対象外（2市合併の場合も0.10で対象外） 2



連携中枢都市圏構築の手順

連携中枢都市宣言

連携中枢都市宣言書を作成し、圏域の住民全体の暮らしを支える役割を担う意思を表明。（公開の義務）

① 近隣の市町村を含めた圏域全体の経済のけん引等において中心的な役割を担うとともに、当該市町村の住民に対して積極的に
各種サービスを提供していく意思

② 圏域の現在の人口と将来推計人口（平成２５年３月に国立社会保障・人口問題研究所が公表したものに基づくものに限る）

⑥ ⑤のほか当該連携中枢都市の近隣にあって、当該連携中枢都市と連携する意思を有する市町村があるときは、その名称

③ 圏域内の公共施設等による各種サービス機能、中核的な医療機能、大規模商業・娯楽機能その他の行政及び民間分野に係る都
市機能の集積・強化の状況並びに近隣の市町村の住民による当該機能の利用状況等

④ ③に掲げる都市機能等を活用して、近隣の市町村と連携して取り組むことを想定する分野

⑤ 当該連携中枢都市に対して従業又は通学する就業者数及び通学者数を、常住する就業者数及び通学者数で除して得た数値（以
下「通勤通学割合」という。）が０．１以上である市町村の名称

必須記載事項

連携中枢都市圏宣言

連携協約の締結（要議決）

連携中枢都市圏
ビジョンの策定

連携中枢都市圏の構築連携中枢都市圏を構
築しようとする意思

協約に基づく各事業の執行方
法の確定手続き（要議決）
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連携協約の締結

必須記載事項

宣言連携中枢都市及びその連携市町村が連携して圏域全体の政策を推進するという観点から、少なくとも以下の事項について規定。

① 市町村の名称 （宣言連携中枢都市及び１の連携市町村の名称）

② 目的 （連携中枢都市圏形成の基本的な目的）

③ 基本方針 （④に規定する事項を中心として様々な分野で連携を図る旨を規定）

ア 圏域全体の経済成長のけん引
イ 高次の都市機能の集積・強化
ウ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上

④ 連携する取組
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第２５２条の２ 普通地方公共団体は、当該普通地方公共団体及び他の普通地方公共団体の区域における当該普通地方公共団体及び当該他の普通地方公共団体の事務の

処理に当たっての当該他の普通地方公共団体との連携を図るため、協議により、当該普通地方公共団体及び当該他の普通地方公共団体が連携して事務を処理するに当たつ
ての基本的な方針及び役割分担を定める協約（以下「連携協約」という。）を当該他の普通地方公共団体と締結することができる。
２ 普通地方公共団体は、連携協約を締結したときは、その旨及び当該連携協約を告示するとともに、都道府県が締結したものにあっては総務大臣、その他のものにあつては
都道府県知事に届け出なければならない。
３ 第一項の協議については、関係普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。
４ 普通地方公共団体は、連携協約を変更し、又は連携協約を廃止しようとするときは、前三項の例によりこれを行わなければならない。
５ 公益上必要がある場合においては、都道府県が締結するものについては総務大臣、その他のものについては都道府県知事は、関係のある普通地方公共団体に対し、連携
協約を締結すべきことを勧告することができる。
６ 連携協約を締結した普通地方公共団体は、当該連携協約に基づいて、当該連携協約を締結した他の普通地方公共団体と連携して事務を処理するに当たって当該普通地方
公共団体が分担すべき役割を果たすため必要な措置を執るようにしなければならない。
７ 連携協約を締結した普通地方公共団体相互の間に連携協約に係る紛争があるときは、当事者である普通地方公共団体は、都道府県が当事者となる紛争にあっては総務大
臣、その他の紛争にあつては都道府県知事に対し、文書により、自治紛争処理委員による当該紛争を処理するための方策の提示を求める旨の申請をすることができる。

（参考）地方自治法抜粋



連携中枢都市圏ビジョンの策定

連携中枢都市圏ビジョン懇談会（産業、大学・研究機関、金融機関、医療、福祉、教育、地域公共交通等、連携中枢都市圏形成に係る
連携協約等に関連する分野や機関の代表者や、地域コミュニティ活動・ＮＰＯ活動の関係者等に加えて、大規模集客施設、病院等都市
機能の集積や強化を検討している施設等の関係者）の意見を踏まえ記載。（公開の義務）

必須記載事項

① 連携中枢都市圏及び市町村の名称

② 連携中枢都市圏の中長期的な将来像

⑤ 成果指標

③ 連携中枢都市圏形成に係る連携協約等に基づき推進する具体的取組

④ 具体的取組の期間

・当該期間は、おおむね５年間（毎年度所要の変更を実施）

・連携協約等において規定された事項に基づき、関係市町村が連携して推進していく具体的取組の内容（具体的内容、実施スケ
ジュール、各事業各年度の事業費見込み等）

・連携中枢都市圏の将来推計人口

・行政及び民間分野に係る都市機能の集積・強化の状況の現状等

・連携中枢都市圏の将来像（連携中枢都市圏の取組の結果実現されるべき中長期的な将来の人口、高齢化率等の目標を含む）

・連携中枢都市圏の名称 ・連携協約を締結したすべての市町村の名称
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連携中枢都市圏形成の動き

圏域名 連携中枢都市 都市圏ビジョン 構成市町村数 圏域人口 連携中枢都市人口

1 播磨圏域連携中枢都市圏 姫路市 H２７．４．５ ８市 ８町 １，３２７，１９３人 ５３６，２７０人

2 備後圏域 福山市 H２７．３．２５ ６市 ２町 ８７５，６８２人 ４６１，３５７人

3 高梁川流域連携中枢都市圏 倉敷市 H２７．３．２７ ７市 ３町 ７８３，０３５人 ４７５，５１３人

4 みやざき共創都市圏 宮崎市 H２７．５．１２ １市 ２町 ４２８，７１６人 ４００，５８３人

5 久留米市広域連携中枢都市圏 久留米市 H２８．２．２３ ４市 ２町 ４５９，６２３人 ３０２，４０２人

6 みちのく盛岡広域連携中枢都市圏 盛岡市 H２８．３．２５ ３市 ５町 ４８１，６９９人 ２９８，３４８人

7 石川中央都市圏 金沢市 H２８．３．２８ ４市 ２町 ７２３，２２３人 ４６２，３６１人

8 長野地域連携中枢都市圏 長野市 H２８．３．２９ ３市 ４町 ２村 ５５４，２５６人 ３８１，５１１人

9 下関市連携中枢都市圏 下関市 H２８．３．２９ 合併１市圏域 ２８０，９４７人 ２８０，９４７人

10 大分都市広域圏 大分市 H２８．３．２９ ７市 １町 ７８７，６６３人 ４７４，０９４人

11 瀬戸・高松広域連携中枢都市圏 高松市 H２８．３．３０ ３市 ５町 ５９３，７４３人 ４１９，４２９人

12 熊本連携中枢都市圏 熊本市 H２８．３．３１ ５市 １０ 町２村 １，１１６，３１７人 ７３４，４７４人

13 広島都市広域圏 広島市 H２８．４．１ １１市 １３町 ２，３４１，２８７人 １，１７３，８４３人

14 北九州都市圏域 北九州市 H２８．４．１８ ６市 １１町 １，４２５，３３９人 ９７６，８４６人

15 しずおか中部連携中枢都市圏 静岡市 H２８．４．２８ ２市 ８５９，４４６人 ７１６，１９７人

〇連携中枢都市宣言済み、ビジョン策定中： 岡山市（政令市）、新潟市（政令市）、八戸市（施行時特例市（Ｈ２９．１．１から中核市））
〇連携中枢都市圏形成を目指す圏域（総務省「新たな広域連携促進事業」委託団体）： 郡山市（中核市）、山形市（施行時特例市）

（※表内はＨ２８．５．１時点）



連携協約への位置付けを要する取組

ａ産学金官民一体となった経済戦略の策定、国の成長戦略実施のための体制整備

産学金官民が一体となった「経済成長戦略会議」の設立。

産学金官民一体となった経済戦略の策定及びフォローアップ。

ｂ産業クラスターの形成、イノベーション実現、新規創業促進、地域の中堅企業等を核とした戦略産業の育成

圏域の特性を活かした様々な分野での起業促進やイノベーションの実現、異分野異業種交流の取組。

圏域の企業が、ものづくり技術を活用し、ご長寿産業等の新たな分野への参入や新たな製品開発等の取組への支援。

ｃ地域資源を活用した地域経済の裾野拡大

地場産品の生産拡大につながる販路開拓や地域の原材料を活用した新商品開発への支援、町家・古民家の保存・再生・活用等の取組。

第1時次産業の担い手確保、生産基盤の整備、地域間・異業種関連携によるブランド化等の取組。

異業種間のマッチング等、関係団体・機関と連携し販売戦略等をアドバイス及びコーディネートできる人材の育成。

圏域全体の経済成長のけん引

この３点の位置付けは必須

地域の実情に応じて柔軟に定めうるものであるが、圏域全体の経済をけん引し圏域の住民全体の暮らしを支えるという観点から、次の
３つの役割を果たすことが必要。

aからdに掲げる事業（全て）について、地域の実情に応じた取組を極力広範囲に規定

高次の都市機能の集積・強化 圏域全体の生活関連機能サービスの向上

圏域全体の経済成長のけん引の取組例
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ｄ戦略的な観光施策

観光資源の魅力向上や広域観光周遊ルートの形成、情報発信力の強化のほか，外国人観光客の受入体制の整備等、誘客拡大に向けた取組。

広域観光ルートの研究や設定、観光客受入体制の整備、効果的プロモーション等の取組。

ｅ その他、圏域全体の経済成長のけん引に係る施策

圏域内での就業機会の拡大等、圏域全体の経済成長を目的とした取組。

地元企業への就職促進のため、高等教育機関及び地元企業と連携し、地元企業の特長及びニーズを学生たちが享受する機会を創出する等、雇用
のミスマッチを抑制する取り組みの推進。

高次の都市機能の集積・強化の取組例

aからcに掲げる事業（全て）について、地域の実情に応じた取組を極力広範囲に規定

ａ高度な医療サービスの提供

救急医療体制の整備等，高度な医療サービス提供に向けた取組。

救命救急センターやがん医療等、高度医療の提供体制の充実、圏域内の公立病院等との連携強化、医師・看護師の確保、教育、研修の充実等。

地域災害拠点病院を災害の影響を受けにくい地域への移転支援。

ｂ高度な中心拠点の整備・広域的公共交通網の構築

圏域内外から通勤・通学・通院・観光等で訪れる人々の利便性の向上のため、高度な中心拠点の整備及び公共交通網の構築。

都市機能等の立地に関する計画策定、広域的な公共交通網の整備や公共施設のあり方の調査研究。

ｃ高等教育・研究開発の環境整備

高等教育・研究開発の環境整備等、将来を担う人材育成。

地域に貢献する人材育成のため、高等教育機関及び企業等が連携しキャリア教育を推進、再就職を支援する学びなおしの場の創出等、就業を支援。

ｄその他、高次の都市機能の集積・強化に係る施策

交流人口状況の調査・分析等，高次の都市機能の集積を目的とした取組。 8



Ａ、Ｂ及びＣの視点ごとに、次に掲げる政策分野のうち少なくとも１以上について、連携する取組を規定
これに加えて、ごみ処理、し尿処理、消防など、従来からの広域的な連携により展開してきた取組の更なる推進を目指して連携・協力
する事項についても規定することが可能

Ａ生活機能の強化に係る政策分野

ａ地域医療

健康寿命の延伸につながる地域医療の充実、医療介護の広域連携を踏まえた高齢者等への介護サービスの充実等に向けた取組。（b含む）

休日・夜間診療施設の運営支援のほか、救急センター及び在宅当番医制の運営。

健康診査の共同実施と内容充実に向けた調査研究。

ｂ介護

介護認定審査会の共同設置。

ｃ福祉

障がい者への自立支援や子育て支援の充実等、福祉向上に向けた取組。

産前産後の母子支援や、発達に課題のある子どもへの支援（子ども発達支援センターの共同運営など）等に取り組み、子育て支援サービス
の向上に向けた環境整備を推進。

障がい者基幹相談支援・虐待防止センターの運営。

ｄ教育・文化・スポーツ

学校教育・社会教育環境の整備、スポーツ活動機会の充実、文化財保護のほか公共施設の相互利用に向けた取組。

ｅ土地利用

規模や地域特性を活かした都市空間の再形成等に向けた取組。

ｆ地域振興

にぎわいの創出や地場産業の振興、企業誘致、観光資源の開発等、地域振興に向けた取組を行う。

圏域全体の生活関連機能サービスの向上の取組例
9



ｇ災害対策

災害対策の推進や環境保全推進への取組。

災害時における、物資の提供及び職員の派遣等の相互実施。

広域消防の運営。

ｈ環境

廃棄物の広域的処理を検討する会議の開催やＣＯ２削減運動に係る圏域の市町、企業、団体等への啓発の取組。

環境保全団体への支援。

Ｂ結びつきやネットワークの強化に係る政策分野

ａ地域公共交通

圏域住民の移動手段確保のほか、利便性向上や救急医療体制の機能向上に向けた道路等の交通インフラ整備・維持の取組。

ｂ ＩＣＴインフラ整備

ＩＣＴを活用した利便性の向上やテレワーク推進に向けた、ＩＣＴインフラの整備に向けた取組。

ｃ道路等の交通インフラの整備・維持

圏域における公共交通体系とデマンド交通のあり方の研究及び各市町間のデマンド交通の調整。

市町界に係る道路・河川等の効率的かつ効果的な整備。

ｄ地域の生産者や消費者等の連携による地産地消

食の安全安心の確保や地域経済循環のため、圏域の生産者や消費者等の連携による地産地消の推進に向けた取組。

農林水産物のブランド化並びに地産地消及び地産外商の推進。

ｅ地域内外の住民との交流・移住促進

三大都市圏等からの人口流入を図るため、ＩＪＵターン及び定住の促進に向けた取組。

圏域外からの住民の移住促進のため、ＵＩＪターンの希望者に対するＰＲ活動を始め、学生を対象にしたインターンシップの実施等。

ａからｅまでに掲げるもののほか、結びつきやネットワークの強化に係る連携
10



Ｃ圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野

ａ人材の育成

圏域マネジメント能力強化のため、圏域市町の職員の人材育成や人事交流等の取組。（C含む）

ｂ外部からの行政及び民間人材の確保

ｃ圏域内市町村の職員等の交流

合同研修や人事交流の実施。

様々な課題に対応するための行政間担当者会議の設置。

ａからｃまでに掲げるもののほか、圏域マネジメント能力の強化に係る連携

11



12

総務省作成資料より



13

総務省作成資料より


